
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

施策展開

１－(２)信州ならではの魅力ある子育て環境づくり

(ウ)子育て支援サービスの充実

放課後児童クラブと放課後子ども教室の一体的あるいは連携した取り組みにより、全ての就学児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多
様な体験・活動を行うことができる場を提供する。
〇放課後子どもプラン登録児童数　29,894人（H27）→34,171人（H28）
　（「長野県子ども・子育て支援事業支援計画」において、市町村の子ども・子育て支援事業計画の数値を基に設定）
〇放課後児童クラブ登録児童数　21,488人（H27）→24,467人（H28）
　（「長野県人口定着・確かな暮らし実現総合戦略」において、市町村の需要見込みを基に設定）

Ｈ28 H29
目標

H27末
目標 成果 達成状況

34,791人

24,791人

31,234 32,949

34,171人 35,861人 達成

放課後児童クラブ登録児童数 未達成21,488人 24,467人20,431人

合計 61,081 31,234

22,536人

79,413

市町村の整備計画に基づき、施設を整備する経費を補助することにより、子どもの安全・安心な居場所を提供する。

〇平成27年4月から対象となる児童が小学6年生まで拡大されたことに伴い、都市部を中心に一定のニーズが発生している。
〇ニーズに対する施設整備のほか、既存施設の改修等必要な整備が促進されるよう、市町村計画に基づき支援していく必要がある。
〇市町村は、利用可能な既存公共施設の活用等様々な検討を行い、事業費の圧縮を図りつつ、安全・安心な子どもの居場所を提供できる
よう事業の充実を図っている。

放課後児童クラブの創設等 直接

61,081 79,413

合計（A) 71,946
33,466人

29年度

0 0

当初予算 121,168

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H28事業実績
H28 H29

事業番号 04 07 25 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 児童館等施設整備事業 担
当
課

部局 県民文化部

課・局・室 次世代サポート課

３　子育て支援体制の充実 実施期間 S43 ～

県が関与
する理由

県でなければ実施不可（その他）
【左記の説明、根拠法令等】

国庫補助等を有効活用しながら実施することが効果的である
次世代育成支援対策施設整備交付金要綱、子ども・子育て支援整備交付金交付要綱、
社会福祉施設等整備事業補助金交付要綱

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail jisedai@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
７－２　子育て先進県の実現

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

人口定着・
確かな暮ら
し実現総合
戦略

信州創生の基本方針 ２－３　若者のライフデザインの希望実現

（当初） （決算） （当初）

児童厚生施設（児童館、児童
センター）の創設等

直接
児童館・児童センターの創設、移転改築及び大規模修
繕を計画している市町村への施設整備費を補助（0施
設）

21,014 0 46,464

放課後児童クラブの創設、改築を計画している市町村
への施設整備費を補助（4施設）

40,067

補正予算 △ 56,148 △ 27,957

区　　分（単位：千円） 27年度 28年度

放課後子どもプラン登録児童数

成果目標の達成状況

項目 H26末

30,011人

Aの
財源

33,124 79,413

0 0 0

0 33,000 63,000

62,877 124 16,413

0

概　算
人件費

0.20 0.20 0.20

1,652

69,571 31,234

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

引き続き、市町村が整備計画に基づき実施する子どもの安全・安心な居場所の整備を支援する。
（平成２９年度は、長野市の既存施設（子どもプラザ）が児童クラブに移行するため、登録児童数の増加が見込まれる）

目標に対
する成果
の状況

・放課後子どもプラン登録児童数（放課後子ども教室登録児童数＋放課後児童クラブ登録児童数）の全登録者は増加傾向にある。
・放課後児童クラブ登録児童数については、市町村の子ども・子育て支援事業計画の数値（計画策定に伴うニーズ調査結果）に基づいて目
標値を設定したが、計画策定時から時間が経過する中でニーズも変化し、登録児童数が想定よりも少なくなったため、未達成となった。

 概算事業費（B（A）+C） 71,223 32,886 81,065

1,652 1,652

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越 6,926

9,069
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